知らないうちに監視される社会

みなさん、こんにちは。国民救援会○○本部（又は○○支部）です。袴田事件や日野町事件などの冤罪事件を支援してきた団体で、まもなく創立１００周年を迎えます。
今日は、「スパイ防止法」という法律について、私たちの訴えをお聞きください。また、仲間がビラをお配りしています。ぜひ手に取ってご覧ください。

「スパイ防止法」と聞くと、どんなことを思い浮かべるでしょうか。
外国のスパイを取り締まる法律。
日本の大事な情報を外国に渡す人を処罰する法律。
そんなイメージを持つ方も多いと思います。

もちろん、外国のために情報を盗んだり、日本の安全を脅かす行為があれば、それを取り締まること自体に異論がある人は少ないでしょう。

でも、私たちが心配しているのは、その先のことです。

「誰がスパイなのか」
「何をしたらスパイになるのか」
「その人が何をしているのか、どうやって調べるのか」。

ここがあいまいなまま、国が情報を集める権限だけをどんどん強くしていったら、いったいどうなるでしょうか。

いま、その心配をせざるを得ない動きが始まっています。
７月31日、政府は「国家情報会議」を発足させました。
そして、その事務局として「国家情報局」も発足しました。

国家情報局は、これまで「内閣情報調査室」、いわゆる「内調」と呼ばれてきた組織を格上げしたものです。
約730人の体制で、警察や自衛隊をはじめ、各省庁が持っている情報を１か所に集中することが予定されています。政府はこれを「情報収集・分析の強化」と説明しています。

でも、ちょっと考えてみませんか。
国が集める「情報」のなかには、いったい何が入るのでしょうか。
犯罪を計画している人の情報だけでしょうか。そうとは限りません。

政府の政策に反対している人。
戦争に反対している人。
平和を求めて活動している人。社会を変えようと声を上げている人。

そうした市民の活動も、「情報」として集められてしまう可能性があります。

私たちが友人などと話し合ったり、デモに参加したり、集会に行ったり、政治について意見を言ったりすることは、特別なことではありません。
憲法で保障された、ごく普通の市民の活動です。

ところが、国が「安全保障」や「情報」という言葉を使って、そうした活動を集め、分析し、監視するようになったらどうでしょうか。

「こんなことを言ったら監視されるかもしれない」
「集会に参加したら目をつけられるかもしれない」

そんな心配をする人が増えてしまいます。

そして、誰かに実際に監視されなくても、「監視されるかもしれない」という不安だけで、人は声を上げることをためらうようになります。
自由に発言したり発信することができなくなるような社会になってしまうことを、私たちの心配しているのです。

なぜ政府はスパイ防止法を作ろうとしているのでしょうか。
それは、モノ言う市民を黙らせて、政府の言うとおりに動く人をつくるためです。
いきつく先は、戦争に反対する人たちの声を抑え、政府の方針に異議を唱える人たちを監視し、国民を戦争に動員していくためだと私たちは考えています。

「スパイ防止法」という名前だけを聞けば、必要な法律のように感じるかもしれません。
だからこそ、法律の名前ではなく、その法律によって国にどんな権限が与えられるのかを、みんなでしっかり見ていく必要があります。

私たちは、外国のスパイを野放しにしようと言っているのではありません。
市民が安心してものを言える社会を守りたい、と言っているのです。
政府に賛成する人も、反対する人も、戦争に賛成する人も、反対する人も、自由に意見を言える。
そんな社会であってほしいと思います。

みなさんも、「スパイ防止法」という名前だけで判断せず、ぜひ一度、この問題を考えてみてください。
いま仲間がビラをお配りしています。ぜひ手に取ってご覧ください。また、「スパイ防止法」に反対する国会請願署名にとりくんでいます。みなさんのご協力をお願いします。


戦争反対と言える社会のために

みなさん、こんにちは。日本国民救援会○○本部（又は○○支部）です。

私たちは、袴田事件や日野町事件などの冤罪事件を支援してきた人権団体です。
これまで、警察や検察による不当な捜査や、捜査機関による証拠のでっち上げを明らかにして、間違った有罪判決で人生を奪われた人たちを救援してきました。

私たち国民救援会は、いまから約１００年前に創設されました。創立当時は治安維持法が制定され、戦争反対を訴えたり、政府の方針に反対する人たちが、不当な理由で逮捕され、拷問にかけられて命を落とすことすらありました。私たちは、こうした治安維持法で弾圧された人たちを救うことを目的として設立された団体です。

だからこそ、いま「スパイ防止法」をめぐって進められている国民監視の強化を、私たちは黙って見過ごすわけにはいきません。

私たちが、「スパイ防止法」の動きを心配しているのには、理由があります。
この問題は、政府の言う単に「外国のスパイを取り締まる法律をつくる」という話ではないからです。

いま政府は、国家情報会議を発足させ、国家情報局をつくり、警察や自衛隊などの情報を集める仕組みを強化しようとしています。

なぜ、いまこれほどまでに情報収集や監視の仕組みを強化するのでしょうか。
その背景には、日本を「戦争する国」にしていく動きがあると私たちは考えています。

戦争をするためには、武器や自衛隊の体制だけを整えればいいわけではありません。
戦争に反対する人たちの声を抑え、政府の方針に異議を唱える人たちを監視し、国民を戦争に動員していく。そのための仕組みも必要になります。

だからこそ、私たちは「スパイ防止法」を、戦争準備と切り離して考えることはできないと思っています。

「戦争に反対します」と声を上げる人。
「この政策はおかしい」と疑問に思う人、そして政府に意見を言う人。
平和のために集会やデモに参加する人。

そうした市民の活動が監視されるようになったらどうでしょうか。だから私たちは、戦争の準備と一体になった国民監視の強化を許してはいけないと考えています。

これは、決してもの言う一部の人だけの問題ではありません。普通に生活している皆さん自身のこととして考えてください。

自由に話せること。
自由に集まれること。

これは、当たり前のようでいて、民主主義にとってとても大切な権利で、憲法でも保障されているものです。一度、国に強い監視の仕組みがつくられてしまえば、それを後から元に戻すのは簡単ではありません。
だからこそ、法律ができてからではなく、いまの段階で考える必要があります。

そのために私たち日本国民救援会は、「スパイ防止法」に反対し、いま声を上げています。
いま仲間がビラをお配りしています。ぜひ手に取ってご覧ください。また、「スパイ防止法」に反対する署名にとりくんでいます。みなさんのご協力をお願いします。
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